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目次                     ☆が会議で説明する事項・事業です。 

施策 分類 確保方策案 頁 

施策展開

の方向１ 

1-(1) ◆地域子育て支援拠点事業（子育て支援課） 

◆拠点職員対象の合同研修会（子育て支援課） 

◆市民活動団体への支援（子育て支援課） 

◆こども誰でも通園制度（保育運営課） 

１ 

1-(2) ◆情報提供事業（各課） 

◆利用者支援事業（子育て支援課，保育運営課） 

◆乳児全戸訪問事業（地域保健課） 

◆妊婦健康診査（地域保健課） 

◆産後ケア事業（地域保健課） 

３ 

施策展開

の方向２ 

2-(1) ◆支援団体（支援者）の育成及びネットワーク活動支援・フォーラムの開催（子育て支援課） ７ 

2-(2) ☆ ◆教育・保育施設及び地域型保育事業の計画的な整備（保育運営課） 

◆医療的ケア児保育支援事業（保育運営課） 

◆時間外保育事業（保育運営課） 

◆放課後児童（主に小学生）の居場所の確保（学童保育課） 

９ 

2-(3) 

◆幼稚園教諭・保育士等の質の向上等（保育運営課） 

◆教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者等に対する適切な指導・助言（保育運営課） 

◆幼稚園教諭・保育士等の確保（保育運営課） 

◆教育・保育施設及び地域型保育事業の相互の連携（保育運営課） 

◆こどもルームの保育環境向上（学童保育課） 

１９ 

2-(4) 

☆ ◆一時預かり事業（子育て支援課，保育運営課） 

☆ ◆ファミリー・サポート・センター事業（子育て支援課） 

◆子育て短期支援事業（こども相談センター） 

◆病児保育事業（保育運営課） 

◆柏市幼児を対象とした多様な集団活動事業の利用支援事業（保育運営課） 

２１ 

2-(5) ◆計画の推進・啓発イベント等（共生・交流推進センター） ２５ 

施策展開

の方向３ 

3-(1) ◆（仮称）柏市こども・若者相談センター（児童相談所）の設置（こども相談センター） 

◆養育支援訪問事業（こども相談センター） 

☆ ◆子育て世帯訪問支援事業（こども相談センター） 

☆ ◆親子関係形成支援事業（こども相談センター） 

◆要保護児童対策地域協議会による連携強化（こども相談センター） 

☆ ◆妊産婦等生活援助事業（こども相談センター） 

２７ 

3-(2) ◆発達相談（こども発達センター） 

◆障害児通所支援（こども発達センター（障害福祉課）） 

◆切れ目ない支援体制（こども発達センター） 

◆障害児施策の総合的・一体的推進体制（こども発達センター） 

３１ 
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施策展開の方向１ 

1-(1) 子育ち・親育ちの環境づくり 

 

 ■施策が目指す方向性 
 

 子ども同士が育ち合い、保護者も共に支え合う仲間を作ったり学び合ったりできる場、また

時には親子でほっとひと息つける場を充実させます。また、まちへ踏み出す親子を温かく迎え

入れる環境づくりを進めます。 

 

 ■実現に向けて取り組むこと 
 

 ① 親子で交流できる場の充実 

 地域子育て支援拠点事業などの親子の居場所がまちへのデビューの場としてふさわしい場

となるよう、事業者対象の研修や子育て支援の情報提供などにより事業内容の質の充実を図

ります。また、地域バランスに配慮した整備を行います。 

 ② 子育てを支援する活動の支援 

 市民活動団体や事業者が地域で行う各種の子育て関連イベントや講座、子育てサークル活

動など、さまざまな形で行われる子育て支援の活動を支援する情報提供や広報活動などの支

援を行います。 

 ③ 子育てに対する意識啓発 

 子どもの育ちや子育てに対する支援の必要性等について、さまざまな機会を通じて啓発を

していきます。 

 

■前回会議での意見 

特になし 

 

■子ども・子育て会議における意見 
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 ■主な事業の年次計画 

 

[地域子育て支援拠点事業] 

【北部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ５４，１７４人回 ５４，３６７人回 ５５，１２６人回 ５７，４２６人回 ５５，８４２人回 

確保方策 ９か所 ９か所 ９か所 ９か所 ９か所 

 

【中央】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ４４，２３６人回 ４３，９９９人回 ４３，９６４人回 ４４，３５７人回 ４４，１１１人回 

確保方策 ６か所 ６か所 ６か所 ６か所 ６か所 

 

【南部・東部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ４５，１３９人回 ４４，７３７人回 ４４，３９３人回 ４３，７４３人回 ４３，８４２人回 

確保方策 ７か所 ７か所 ７か所 ７か所 ７か所 

 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １４３，５４８人回 １４３，１０３人回 １４３，４８３人回 １４５，５２７人回 １４３，７９５人回 

確保方策 ２２か所 ２２か所 ２２か所 ２２か所 ２２か所 

 

[拠点職員対象の合同研修会]  

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画 開催 開催 開催 開催 開催 

 

[市民活動団体への支援]  

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画 団体への情報提供や情報の告知等の支援 

 

[こども誰でも通園制度] 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み 試行的事業 直近の数値をもとに算定予定 

確保方策 － 直近の数値をもとに算定予定 

 

■量の見込みの算出方法 

[国が示した算定方法の概要] 

 推計児童数（全家庭）×利用希望者の割合×利用を希望する日数の平均 

[柏市の算出の方法] 

 利用者の実績を基に、ニーズ調査における保育園等に入園していない０～２歳児のうち，拠

点等を利用していない人で利用していない理由に「できれば今後利用したい」を挙げた人を加

え児童人口の伸び率や事業特性・地域特性を勘案して算出しました。 

  

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 
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施策展開の方向１ 

1-(2) 情報提供・相談体制の充実 

 

 ■施策が目指す方向性 

 

 子育てに関する情報が、子育て家庭や子どもに関わりや関心のある方など広く市民に伝わる

情報提供体制をつくります。また、子育てについて相談しやすい体制を充実させます。 

 

 ■実現に向けて取り組むこと 
 

 ① 情報提供体制の充実 

 子育て家庭や子育てを支援している人、子どもに関わる事業者などに子育てに関する制度

や施設、交流や相談の場などの必要な情報が確実に届くよう、さまざまな媒体で情報提供を

行います。また情報公開を進め、市民が施策に参画しやすい体制づくりを行います。 

 ② 利用者支援事業の充実 

 母子保健事業、地域の子育て支援事業、教育・保育などを妊娠期から切れ目なく円滑に利

用できるよう、母子保健型・基本型・特定型の各利用者支援事業を、それぞれの特性を生か

し、互いに連携しながら身近な場所で行います。 

 ③ 相談体制の充実 

 妊娠・出産期からの積極的な周知や、相談のきっかけをつかみやすい工夫により各種相談

窓口を利用しやすくします。また、専門機関の間の連携の強化を行います。 

 

■前回会議での意見 

特になし 

 

■子ども・子育て会議における意見 
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 ■主な事業の年次計画 

 

[情報提供事業] 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画 
子育てサイト「はぐはぐ柏」の運営，「かしわこそだてハンドブック」の作

成・配布、支援者への情報提供，外国につながるこどもへの支援など 

 

[利用者支援事業]  

〇特定型（保育アシストデスク・アシストコール）・基本型（子育て支援アドバイザー） 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 

確保 

方策 

特定型 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

基本型 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

 

〇子ども家庭センター型（妊娠子育て相談センター） 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ４か所 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所 

確保方策 ４か所 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所 

 

■量の見込みの算出方法 

（国から算定方法は示されていません） 

〇利用者支援事業 

 特定型・基本型・子ども家庭センター型といった各実施類型の特性を考慮して算定 

 

  

地域子ども・子育て支援事業 
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[乳児家庭全戸訪問事業] 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ３，０３２人 ３，０３３人 ３，０３７人 ３，０７１人 ３，０５６人 

確保方策 【実施体制】 

 家庭訪問（保健師・助産師・看護師等） 

【実施機関】 

 柏市地域保健課 

 

[妊婦健康診査]  

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み 37,420 件 36,455 件 35,489 件 34,523 件 33,558 件 

確保方策 【実施場所・実施体制】 

 医療機関等 

【検査項目】 

 柏市が定める妊婦一般健康診査の公費負担検査項目 

【実施時期】 

 受診票の交付を受けた日から出産の日まで 

 

[産後ケア事業]  

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み      

確保方策      

 

■量の見込みの算出方法 

〇乳児家庭全戸訪問事業（国から算定方法は示されていません） 

 ０歳児人口推計×令和５年度面談実施率（９８％）で算出 

〇妊婦健康診査（国から算定方法は示されていません） 

 実績値から推計。 

 令和２年度から令和５年度までの減少の平均値を量の見込みに反映。 

 令和７年度から令和１１年度については平均値を反映させ，逓減させている。 

〇産後ケア事業 

 国に算出方法確認中 

 

  

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

国に算出方法確認中 
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施策展開の方向２ 

2-(1) 子育ての支援ネットワーク活動の支援 

 

 ■施策が目指す方向性 

 

 地域の子育てについて話したり、一緒に活動したり、互いに支援したりできるような支援団

体（支援者）のネットワークが、柏市における子ども・子育て支援全体を支えます。 

 

 ■実現に向けて取り組むこと 
 

 ① 支援団体（支援者）の育成 

 子育て支援者や支援したいと考えている方への情報提供や各種研修等を行います。また、

子育て中の当事者自身が支援者となるきっかけづくりなどを行います。 

 

 ② 支援団体（支援者）のネットワーク活動支援・フォーラムの開催 

 子育てに関する情報の共有をはじめ、地域における子ども・子育て支援の横の連携が図ら

れるよう、フォーラムの開催などを通じて子育てを支援する団体等のネットワーク活動を支

援します。 

 

■前回会議での意見 

特になし 

 

■子ども・子育て会議における意見 
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 ■主な事業の年次計画 

 

[支援団体（支援者）の育成及びネットワーク活動支援・フォーラムの開催] 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画 ネットワーク会議・子育てフォーラムの開催 

 

■量の見込みの算出方法 

令和６年度より子育てフォーラムの中の取組として情報誌の作成や支援団体（支援者）への情

報提供を行い，ネットワークの活動支援の中で，支援団体（支援者）の育成を行っていく。 
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施策展開の方向２ 

2-(2) 教育・保育の計画的整備・提供 

 

 ■施策が目指す方向性 

 

 乳幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培うものです。乳幼児期の子ども

の誰もが教育・保育を受けられるよう、教育・保育施設や地域型保育事業を計画的に整備し、

幼児教育・保育の無償化を実施します。また、こどもルームについては、小学生の安全・安心

な放課後の居場所として保育室の整備を進めます。 

 

 ■実現に向けて取り組むこと 
 
① 教育・保育施設及び地域型保育事業の計画的な整備 

 満３歳未満の子どもが多数を占める入園保留児を減らしながら、満３歳以降の子どもの継

続的かつ安定的な教育・保育環境を確保するため、教育・保育施設及び地域型保育事業の計

画的な整備を，保育ニーズを調査・分析した上で実施します。 

② 認定こども園への移行 

 多様な教育・保育ニーズに対応するため、各区域の実情を鑑みて、既存幼稚園の幼保連携

型認定こども園等への移行を実施します。 

③ 放課後児童（主に小学生）の居場所の確保 

 学校の余裕教室の活用や学校施設との複合化等により、放課後の小学生の居場所づくりを

進めていきます。更に「こどもルーム」と「放課後子ども教室」を一体的に運営することで

小学生が安全で安心して自分らしく放課後活動ができる居場所の充実をはかります。 

 

■前回会議での意見 

〇放課後児童（主に小学生）の居場所の確保 

 新しく何かを作るより，今ある施設が使えるのであればそれを有効活用したほうが市として

も全体の予算の削減になると考える。 

 

■子ども・子育て会議における意見 
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 ■主な事業の年次計画 

 

[教育・保育施設及び地域型保育事業の計画的な整備] 

〇１号 

【北部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １，１６３人 １，１５８人 １，１４９人 １，０９７人 １，１３８人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 １，０７５人 １，０７５人 １，０７５人 １，０７５人 １，０７５人 

確認を受けない幼稚園 ９０７人 ９０７人 ９０７人 ９０７人 ９０７人 

特定地域型保育事業 － － － － － 

認可外保育施設 － － － － － 

計 １，９８２人 １，９８２人 １，９８２人 １，９８２人 １，９８２人 

 

【中央】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ７８０人 ７７９人 ７７７人 ７６７人 ７７１人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ８６２人 ８６２人 ８６２人 ８６２人 ８６２人 

確認を受けない幼稚園 ８１４人 ８１４人 ８１４人 ８１４人 ８１４人 

特定地域型保育事業 － － － － － 

認可外保育施設 － － － － － 

計 １，６７６人 １，６７６人 １，６７６人 １，６７６人 １，６７６人 

 

【南部・東部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １，１１５人 １，１１２人 １，１０６人 １，０７６人 １，１００人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ５８８人 ５８８人 ５８８人 ５８８人 ５８８人 

確認を受けない幼稚園 １，６３１人 １，６３１人 １，６３１人 １，６３１人 １，６３１人 

特定地域型保育事業 － － － － － 

認可外保育施設 － － － － － 

計 ２，２１９人 ２，２１９人 ２，２１９人 ２，２１９人 ２，２１９人 

 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ３，０５８人 ３，０４９人 ３，０３２人 ２，９４０人 ３，００９人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ２，５２５人 ２，５２５人 ２，５２５人 ２，５２５人 ２，５２５人 

確認を受けない幼稚園 ３，３５２人 ３，３５２人 ３，３５２人 ３，３５２人 ３，３５２人 

特定地域型保育事業 － － － － － 

認可外保育施設 － － － － － 

計 ５，８７７人 ５，８７７人 ５，８７７人 ５，８７７人 ５，８７７人 

 

  

教育・保育 
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〇２号（学校教育利用希望が強い） 

【北部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ２３３人 ２３３人 ２３３人 ２３３人 ２３３人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 － － － － － 

確認を受けない幼稚園 ２３３人 ２３３人 ２３３人 ２３３人 ２３３人 

特定地域型保育事業 － － － － － 

認可外保育施設 － － － － － 

計 ２３３人 ２３３人 ２３３人 ２３３人 ２３３人 

 

【中央】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １５６人 １５６人 １５６人 １５６人 １５６人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 － － － － － 

確認を受けない幼稚園  １５６人 １５６人 １５６人 １５６人 １５６人 

特定地域型保育事業 － － － － － 

認可外保育施設 － － － － － 

計 １５６人 １５６人 １５６人 １５６人 １５６人 

 

【南部・東部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ２２４人 ２２４人 ２２４人 ２２４人 ２２４人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 － － － － － 

確認を受けない幼稚園 ２２４人 ２２４人 ２２４人 ２２４人 ２２４人 

特定地域型保育事業 － － － － － 

認可外保育施設 － － － － － 

計 ２２４人 ２２４人 ２２４人 ２２４人 ２２４人 

 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ６１３人 ６１３人 ６１３人 ６１３人 ６１３人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 － － － － － 

確認を受けない幼稚園 ６１３人 ６１３人 ６１３人 ６１３人 ６１３人 

特定地域型保育事業 － － － － － 

認可外保育施設 － － － － － 

計 ６１３人 ６１３人 ６１３人 ６１３人 ６１３人 
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〇２号（「学校教育利用希望が強い」以外） 

【北部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ２，３４８人 ２，３５３人 ２，３６２人 ２，４１４人 ２，３７３人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ２，３６７人 ２，４２１人 ２，４２１人 ２，４２１人 ２，４２１人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 － － － － － 

認可外保育施設 ２６４人 ２６４人 ２６４人 ２６４人 ２６４人 

計 ２，６３１人 ２，６８５人 ２，６８５人 ２，６８５人 ２，６８５人 

 

【中央】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １，９６５人 １，９６６人 １，９６８人 １，９７８人 １，９７４人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 １，９１４人 １，９１４人 １，９１４人 １，９１４人 １，９１４人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 － － － － － 

認可外保育施設 ７１人 ７１人 ７１人 ７１人 ７１人 

計 １，９８５人 １，９８５人 １，９８５人 １，９８５人 １，９８５人 

 

【南部・東部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １，７９１人 １，７９４人 １，８００人 １，８３０人 １，８０６人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 １，６７７人 １，７３１人 １，７８５人 １，８３９人 １，８９３人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 － － － － － 

認可外保育施設 ３０人 ３０人 ３０人 ３０人 ３０人 

計 １，７０７人 １，７６１人 １，８１５人 １，８６９人 １，９２３人 

 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ６，１０４人 ６，１１３人 ６，１３０人 ６，２２２人 ６，１５３人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ５，９５８人 ６，０６６人 ６，１２０人 ６，１７４人 ６，２２８人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 － － － － － 

認可外保育施設 ３６５人 ３６５人 ３６５人 ３６５人 ３６５人 

計 ６，３２３人 ６，４３１人 ６，４８５人 ６，５３９人 ６，５９３人 
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〇３号（０歳） 

【北部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ２２８人 ２２８人 ２２９人 ２３４人 ２２９人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ２３１人 ２３７人 ２３７人 ２３７人 ２３７人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 １５人 １８人 １８人 １８人 １８人 

認可外保育施設 ３１人 ３１人 ３１人 ３１人 ３１人 

計 ２７７人 ２８６人 ２８６人 ２８６人 ２８６人 

 

【中央】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ２３８人 ２３８人 ２３８人 ２４０人 ２３５人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ２５７人 ２５７人 ２５７人 ２５７人 ２５７人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 ２７人 ２７人 ２７人 ２７人 ２７人 

認可外保育施設 ４４人 ４４人 ４４人 ４４人 ４４人 

計 ３２８人 ３２８人 ３２８人 ３２８人 ３２８人 

 

【南部・東部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ２０４人 ２０５人 ２０５人 ２０９人 ２０６人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 １９８人 ２０４人 ２１０人 ２１６人 ２２２人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 ３人 ６人 ９人 １２人 １２人 

認可外保育施設 ２人 ２人 ２人 ２人 ２人 

計 ２０３人 ２１２人 ２２１人 ２３０人 ２３６人 

 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ６７０人 ６７１人 ６７２人 ６８３人 ６７０人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ６８６人 ６９８人 ７０４人 ７１０人 ７１６人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 ４５人 ５１人 ５４人 ５７人 ５７人 

認可外保育施設 ７７人 ７７人 ７７人 ７７人 ７７人 

計 ８０８人 ８２６人 ８３５人 ８４４人 ８５０人 
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〇３号（１歳） 

【北部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ６６４人 ６６５人 ６６８人 ６８３人 ６６９人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ５２０人 ５３２人 ５３２人 ５３２人 ５３２人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 ５２人 ６０人 ６０人 ６０人 ６０人 

認可外保育施設 ７８人 ７８人 ７８人 ７８人 ７８人 

計 ６５０人 ６７０人 ６７０人 ６７０人 ６７０人 

 

【中央】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ５７６人 ５７６人 ５７７人 ５７９人 ５７７人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ４６４人 ４６４人 ４６４人 ４６４人 ４６４人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 ５８人 ５８人 ５８人 ５８人 ５８人 

認可外保育施設 ５８人 ５８人 ５８人 ５８人 ５８人 

計 ５８０人 ５８０人 ５８０人 ５８０人 ５８０人 

 

【南部・東部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ４９７人 ４９８人 ４９９人 ５０８人 ５０１人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ３８６人 ３９８人 ４１０人 ４２２人 ４３４人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 ３２人 ４０人 ４８人 ５６人 ５６人 

認可外保育施設 １１人 １１人 １１人 １１人 １１人 

計 ４２９人 ４４９人 ４６９人 ４８９人 ５０１人 

 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １，７３７人 １，７３９人 １，７４４人 １，７７０人 １，７４７人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 １，３７０人 １，３９４人 １，４０６人 １，４１８人 １，４３０人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 １４２人 １５８人 １６６人 １７４人 １７４人 

認可外保育施設 １４７人 １４７人 １４７人 １４７人 １４７人 

計 １，６５９人 １，６９９人 １，７１９人 １，７３９人 １，７５１人 
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〇３号（２歳） 

【北部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ６８４人 ６８６人 ６８８人 ７０３人 ６８９人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ６３０人 ６４８人 ６４８人 ６４８人 ６４８人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 ４４人 ５２人 ５２人 ５２人 ５２人 

認可外保育施設 ８９人 ８９人 ８９人 ８９人 ８９人 

計 ７６３人 ７８９人 ７８９人 ７８９人 ７８９人 

 

【中央】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ５８８人 ５８９人 ５８９人 ５９２人 ５８８人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ５５０人 ５５０人 ５５０人 ５５０人 ５５０人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 ６３人 ６３人 ６３人 ６３人 ６３人 

認可外保育施設 ６３人 ６３人 ６３人 ６３人 ６３人 

計 ６７６人 ６７６人 ６７６人 ６７６人 ６７６人 

 

【南部・東部】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ５３８人 ５３８人 ５４０人 ５４９人 ５３９人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ４６９人 ４８７人 ５０５人 ５２３人 ５４１人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 ３４人 ４２人 ５０人 ５８人 ５８人 

認可外保育施設 １２人 １２人 １２人 １２人 １２人 

計 ５１５人 ５４１人 ５６７人 ５９３人 ６１１人 

 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １，８１０人 １，８１３人 １，８１７人 １，８４４人 １，８１６人 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 １，６４９人 １，６８５人 １，７０３人 １，７２１人 １，７３９人 

確認を受けない幼稚園 － － － － － 

特定地域型保育事業 １４１人 １５７人 １６５人 １７３人 １７３人 

認可外保育施設 １６４人 １６４人 １６４人 １６４人 １６４人 

計 １，９５４人 ２，００６人 ２，０３２人 ２，０５８人 ２，０７６人 
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■量の見込みの算出方法 

■１号認定（３～５歳児） 

 [国が示した算定方法の概要] 

  推計児童数（専業主婦等）×幼稚園，認定こども園の１号利用を第１希望とする割合（利

用意向率） 

 [柏市の算出の方法] 

  令和７年度の教育の量の見込みを上記の算定方法に基づき，利用意向率について柏市の実

情に応じた補正を行いました。 

  令和８年度以降は，各年度における２号認定の量の見込みの増減分を１号認定に反映して

算出しました。 

■２号認定（３～５歳児）・３号認定（０歳児，１歳児，２歳児） 

 [国が示した算定方法の概要] 

  推計児童数（共働き等）×認可保育園等を第１希望とする割合（利用意向率） 

 [柏市の算出の方法] 

  令和７年度の保育の量の見込みを上記の算定方法に基づき，利用意向率について柏市の実

情に応じた補正を行い，０歳児については育児休業の取得状況を考慮しました。 

  令和８年度以降は，女性就業率の上昇等を要因とする国の保育利用率の伸び率を基に，柏

市における保育利用率を算出し，推計児童数の推移に合わせて保育の量の見込みを算出しま

した。 

※各年度の量の見込みに対して確保方策が下回るものについて，確保方策には保育所定員の弾

力化（待機児童解消等のため，定員を超えて入所できるようにすること）に係る人数が含め

られないため，実情としての確保方策と比較して本計画における確保政策の数値が少ないも

のとなります。また，直近で示されている「新子育て安心プラン実施計画」の見込方法の中

で，計画における最終年度末までに必要な利用定員数が確保できる計画を策定することとさ

れていることから，令和１１年度末までに量の見込みに対する確保方策が充足するように算

出しております。 

 

  



 

17 

 

 

[医療的ケア児保育支援事業]  

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １３人 １３人 １３人 １３人 １３人 

確保方策 ２園 ３園 ３園 ３園 ３園 

 

[時間外保育事業] 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ４，４１５人 ４，３８７人 ４，３９８人 ４，４０９人 ４，４６４人 

確保方策 ４，４１５人 ４，３８７人 ４，３９８人 ４，４０９人 ４，４６４人 

 

■量の見込みの算出方法 

〇医療的ケア児保育支援事業 

（国から算定方法は示されていません） 

 令和５年度医療的ケア児受入れ人数及び入園に関する問い合わせ・相談の人数から算出しま

した。 

○時間外保育事業 

 [国が示した算定方法の概要] 

  推計児童数（共働き等）×認可保育園等を第１希望とする割合×利用希望者の割合 

 [柏市の算出の方法] 

  補正なし 

  

地域子ども・子育て支援事業 
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[放課後児童（主に小学生）の居場所の確保（こどもルーム）] 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ４，９７３人 ５，２３９人 ５，４８７人 ５，７４７人 ６，００９人 

 １年生 １，８５４人 １，９４３人 ２，０２６人 ２，１３４人 ２，２０９人 

２年生 １，５４５人 １，５９４人 １，６７２人 １，７４３人 １，８４３人 

３年生 １，１０７人 １，２１９人 １，２６２人 １，３２２人 １，３８１人 

低学年計 ４，５０６人 ４，７５６人 ４，９６０人 ５，１９９人 ５，４３３人 

４年生 ３８４人 ３９３人 ４３４人 ４４８人 ４７０人 

５年生 ６３人 ６９人 ７０人 ７７人 ８０人 

６年生 ２０人 ２１人 ２３人 ２３人 ２６人 

髙学年計 ４６７人 ４８３人 ５２７人 ５４８人 ５７６人 

確保方策 ４，９８０人 ５，２４０人 ５，４９０人 ５，７５０人 ６，０１０人 

 

■量の見込みの算出方法 

ニーズ調査の結果をもとに，国が示した算定方法を活用した「量の見込み」と柏市の実績との

割合を用いて算出。それに加え，近年の需要拡大を考慮した増加率を用いるなど柏市の実情に

応じて算出している。 

 

[国が示した算定方法の概要] 

 推計児童数（共働き等）×利用希望者の割合 

[柏市の算出の方法] 

 令和５年度の実入所児童数に待機児童数（利用申込に至った児童数）を加えた数に、ニーズ

調査で算出した上記割合と近年の増加率を考慮して算出。 

  

地域子ども・子育て支援事業 
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施策展開の方向２ 

2-(3) 教育・保育の質の確保・向上 

 

 ■施策が目指す方向性 

 

 乳幼児期の教育・保育は子どもの健やかな成長にとって重要なものであることから、公立保

育園及び私立保育園等が一体となって、質の確保・向上に向けた取り組みを推進します。また、

こどもルームについても児童が安全・安心に過ごせるよう、保育環境の向上を進めます。 

 

 ■実現に向けて取り組むこと 
 
  ① 幼稚園教諭・保育士等の質の向上等 

 幼稚園教諭や保育士等の人材育成に取り組み、適正な保育環境を保ちます。また、保育

士の労働環境へ配慮し、処遇改善事業を行います。 

  ② 幼稚園教諭・保育士等の確保 

 合同就職説明会や養成校へのＰＲなどを通じて幼稚園教諭・保育士等の確保に努めま

す。 

  ③ 教育・保育施設及び地域型保育事業の相互の連携 

 教育・保育施設は、子ども・子育て支援において地域の中核的な役割を担い、地域型保

育事業を行う者等と連携し、必要に応じてこれらの者の保育の提供等に関する支援を行い

ます。 

  ④ 幼保こ小連携の推進 

 幼児期の教育・保育から小学校への円滑な接続のために、市内の認定こども園・認可保

育園・幼稚園の協力のもと、幼児教育共同研究や幼保こ小連絡協議会を通して、相互理解

や交流・情報交換を進め、より緊密な連携を図ります。 

  ⑤ 各施設・事業者への指導監督の実施 

 教育・保育施設や地域型保育事業者のほか、幼児教育・保育の無償化の対象となった認

可外保育施設もその質が確保されるよう、立ち入り調査や巡回指導などの指導監督を行い

ます。 

  ⑥ こどもルームの保育環境の向上 

 指導員の研修や施設・設備の修繕、運営状況の点検等により保育環境の向上を進めま

す。 

 

■前回会議での意見 

特になし 

 

■子ども・子育て会議における意見 
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 ■主な事業の年次計画 

 

[幼稚園教諭・保育士等の質の向上等]（職員研修（合同研修含む）の実施） 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ７回 ７回 ７回 ７回 ７回 

確保方策 ７回 ７回 ７回 ７回 ７回 

 

[教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者等に対する適切な指導・助言] 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画 指導・助言の実施 

 

[幼稚園教諭・保育士等の確保]（事業者と行政による合同就職説明会などの実施） 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ２回 ２回 ２回 ２回 ２回 

確保方策 ２回 ２回 ２回 ２回 ２回 

 

[教育・保育施設及び地域型保育事業の相互の連携] 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画 教育・保育施設と地域型保育事業の相互の連携支援 

 

[こどもルームの保育環境の向上] 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ４２ルーム ４２ルーム ４２ルーム ４１ルーム ４１ルーム 

確保方策 ４２ルーム ４２ルーム ４２ルーム ４１ルーム ４１ルーム 

 

■量の見込みの算出方法 

〇幼稚園教諭・保育士等の質の向上等（国からの算出方法は示されておりません。） 

 幼稚園教諭・保育士等を対象とした研修・交流会（※）の年間実施回数とした。 

 ※子育て支援員研修，子育て支援員フォローアップ研修，保育士養成講座，マネジメント研

修，ネイチャーゲーム研修，園長交流会，副園長交流会 

〇幼稚園教諭・保育士等の確保（国からの算出方法は示されておりません。） 

 保育士・保育教諭・幼稚園教諭のための合同就職説明会の年間実施回数（夏・冬の 1 回ず

つ）とした。 

○こどもルームの保育環境向上（国からの算出方法は示されておりません。） 

 施設数について，第二期計画同様，現施設を維持管理していく方針であり，各小学校区に１

ルーム設置として算出。また，令和１０年度に小学校の統廃合を予定していることから，１ル

ームの減少を見込んでいる。 
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施策展開の方向２ 

2-(4) 子育て家庭の負担へのサポート 

 

 ■施策が目指す方向性 

 

 子育て家庭が安心して子育てにあたり、一人ひとりの子どもが健やかに育つことができるよ

う、家庭における様々な子育ての負担や不安、孤立感を和らげるための支援を、地域・社会で

行います。 

 

 ■実現に向けて取り組むこと 
 
  ① 一時的な預かりの充実 

 保護者の就労や緊急時対応、リフレッシュしたいときなど多様な保育需要に対応した一

時的な預かりを充実させます。 

  ② 経済的負担の軽減 

 幼児教育・保育の無償化を始め、医療費等の負担軽減を図るための助成や実費徴収に係

る補足給付事業等を行うとともに、各種支援制度の周知を進めます。 

 

■前回会議での意見 

〇一時預かり事業 

 １ 補助金を申請していない自主事業分は含まれないということだが，含める方がいいのか

というところも検討していただきたい。 

 ２ どこの幼稚園等が一時預かりをしてくれているかという情報について，周知していただ

きたい。 

〇ファミリー・サポート・センター事業 

 １ 制度の周知がまだできてないと考えるので，もう少し推進していただきたい。 

 ２ 子育て世代の母親にターゲットを絞ってＳＮＳを使うのもいいと考える。 

 

■子ども・子育て会議における意見 
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 ■主な事業の年次計画 

 

[一時預かり事業] 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み 

７９，１９９人日 

（幼稚園型） 

１１，３２６人日 

（幼稚園型を除く） 

７６，７１３人日 

（幼稚園型） 

１１，２５６人日 

（幼稚園型を除く） 

７６，８４２人日 

（幼稚園型） 

１１，２８６人日 

（幼稚園型を除く） 

７６，９８０人日 

（幼稚園型） 

１１，４５４人日 

（幼稚園型を除く） 

７８，５９５人日 

（幼稚園型） 

１１，３１３人日 

（幼稚園型を除く） 

確保方策 

３７７，０００人日 

（幼稚園型） 

２４，３６０人日 

（幼稚園型を除く） 

３７７，０００人日 

（幼稚園型） 

２４，３６０人日 

（幼稚園型を除く） 

３７７，０００人日 

（幼稚園型） 

２６，７２０人日 

（幼稚園型を除く） 

３７７，０００人日 

（幼稚園型） 

２６，７２０人日 

（幼稚園型を除く） 

３７７，０００人日 

（幼稚園型） 

２６，７２０人日 

（幼稚園型を除く） 

 

[ファミリー・サポート・センター事業]（就学前児童） 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ６，１８２人日 ６，１８１人日 ６，１８２人日 ６，１８５人日 ６，１８２人日 

確保方策 ６，１８２人日 ６，１８１人日 ６，１８２人日 ６，１８５人日 ６，１８２人日 

 

[ファミリー・サポート・センター事業]（就学後児童） 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ３，７８４人日 ４，１２５人日 ４，４９６人日 ４，９０１人日 ５，３４２人日 

確保方策 ３，７８４人日 ４，１２５人日 ４，４９６人日 ４，９０１人日 ５，３４２人日 

 

■量の見込みの算出方法 

〇一時預かり事業 

[（幼稚園型）国が示した算定方法の概要] 

 １号認定該当者×利用希望者の割合×利用を希望する日数の平均 

[（幼稚園型）柏市の算出の方法] 

 １号認定該当者×就労以外の平均して最も多い年間利用希望日数（２０日） 

[（幼稚園型を除く）国が示した算定方法の概要] 

 推計児童数（全児童）×利用希望者の割合×利用を希望する日数の平均 

〇ファミリー・サポート・センター事業 

[国が示した算定方法の概要] 

 推計児童数（全児童）×利用希望者の割合×利用を希望する日数の平均 

[柏市の算出の方法] 

（就学前児童）令和５年度の利用実績に加え，ニーズ調査における回答の「平日の保育の事業

を利用したい」のうち「主にファミリー・サポート・センターを利用したい」かたの割合や

「令和５年度の援助等を利用した世帯あたりの平均利用日数」などを勘定して算出しました。 

（就学後児童）就学後児童全体に対するニーズ調査は実施していないため、就学後児童の令和

５年度利用実績を基に、過去４年間の実績の伸び率を勘案して、量の見込みを算出しました。 

  

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 
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[子育て短期支援事業]（宿泊を伴うもの） 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み 1,166 人日 1,346 人日 1,346 人日 1,346 人日 1,346 人日 

確保方策 1,166 人日 1,346 人日 1,346 人日 1,346 人日 1,346 人日 

 

[子育て短期支援事業]（宿泊を伴わないもの） 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ２３８人日 ２３８人日 ２３８人日 ２３８人日 ２３８人日 

確保方策 ２３８人日 ２３８人日 ２３８人日 ２３８人日 ２３８人日 

 

■量の見込みの算出方法 

[国が示した算定方法の概要] 

（宿泊を伴うもの）推計児童数（全児童）×利用が必要な割合×利用が必要な日数の平均 

（宿泊を伴わないもの）推計児童数（全児童）×利用希望者の割合×利用が必要な日数の平均 

[柏市の算出の方法] 

 利用者の利用日数の実績（予測増加率含む）及び事業特性・地域特性を勘定して算出。 

 「(仮称)柏市こども・若者相談センター（児童相談所）」開設により，相談支援体制が変更

されるため，量の見込みは本計画の中間見直しにて修正予定 

  

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 
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[病児保育事業]（病児対応型） 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ９７３人日 ９６５人日 ９５９人日 ９６１人日 ９６４人日 

確保方策 
2,030 人日 

（３か所） 

2,900 人日 

（４か所） 

2,900 人日 

（４か所） 

2,900 人日 

（４か所） 

2,900 人日 

（４か所） 

 

[病児保育事業]（体調不良児対応型） 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ３８か所 ３８か所 ３８か所 ３８か所 ３８か所 

確保方策 ３８か所 ３８か所 ３８か所 ３８か所 ３８か所 

 

[柏市幼児を対象とした多様な集団活動事業の利用支援事業] 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １０人 １０人 １０人 １０人 １０人 

確保方策 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

 

■量の見込みの算出方法 

〇病児保育事業 

（病児対応型） 

［国が示した算定方法の概要］ 

 推計児童数（共働き等）×利用が必要な割合×利用が必要な日数の平均 

［柏市の算出方法］ 

 利用が必要な割合を算出するにあたり，ニーズ調査における「両親のどちらかが休んだ，か

つ，できれば病児・病後児のための保育施設等を利用したい」という回答を除き，利用が必要

な日数の平均は令和５年度利用実績から算出しました。 

（体調不良児対応型） 

 認可園の内，４割程度 

〇柏市幼児を対象とした多様な集団活動事業の利用支援事業 

［国が示した算定方法の概要］ 

 国からの算定方法は示されていません。 

［柏市の算出方法］ 

 令和３年度より事業を開始し，過去３年間における実績を踏まえ算出しました。 

  

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 
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施策展開の方向２ 

2-(5) ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

 ■施策が目指す方向性 

 

 ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現に向けて、職業生活と家庭生活の両

立に対する理解と協力を得るための啓発活動や各種制度の周知等を進めます。 

 

 ■実現に向けて取り組むこと 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■前回会議での意見 

特になし 

 

■子ども・子育て会議における意見 

  

ワーク・ライフ・バランスの推進は 

 

柏市男女共同参画推進計 画 

 

に基づいて取り組みます。 

 

 柏市男女共同参画推進計画の基本課題「仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）の推進」に基づき、ワーク・

ライフ・バランスの啓発や、育児・介護休業制度に関する情

報提供などを行います。 
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 ■主な事業の年次計画 

 

[計画の推進・啓発イベント等] 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画 開催 開催 開催 開催 開催 

 

■量の見込みの算出方法 

国からの算定方法は示されていません。 

ワーク・ライフ・バランスに関する時勢のニーズを把握し，啓発イベントを開催します。 
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施策展開の方向３ 

3-(1) 児童虐待の防止 

 

 ■施策が目指す方向性 

 

 児童虐待の発生予防・早期発見・早期対応のため、関係機関の連携の強化や児童相談所の設

置に向けた取り組みを推進します。 

 

 ■実現に向けて取り組むこと 
 
  ① (仮称)柏市こども・若者相談センター（児童相談所）の設置 

 児童虐待の背景にある家庭が抱える複雑かつ困難な課題に対し、きめ細かな対応を図る

ため、児童相談所設置市への移行を図るとともに、これまで市が取り組んできた子育て支

援や発達相談等の支援の機能を加えた一体的な支援体制を構築します。 

  ② 令和４年改正児童福祉法に基づく「こども家庭センター」の設置・運営 

 こども相談センターをこども家庭センターに位置づけ、母子保健・児童福祉の両機能の

一体的な支援体制を構築し、要支援児童の早期発見・早期支援、切れ目のない継続的な支

援の提供を図ります。また、（仮称）柏市こども・若者相談センターの開設後は、同セン

ター内にて児童相談所機能とも連動した取組を推進します。 

  ③ 要保護児童対策地域協議会による連携強化 

 支援が必要な家庭のさまざまな養育課題やニーズへ対応するため、福祉、医療、教育、

保育、警察、民間団体等が参画する要保護児童対策地域協議会を運営し、各機関との連携

強化を図ります。 

 

■前回会議での意見 

特になし 

 

■子ども・子育て会議における意見 
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 ■主な事業の年次計画 

 

[「(仮称)柏市こども・若者相談センター（児童相談所）」の設置] 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画 工事 開設 運営 運営 運営 

 

[養育支援訪問事業] 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ２８３人日 ２８３人日 ２８３人日 ２８３人日 ２８３人日 

確保方策 ２８３人日 ２８３人日 ２８３人日 ２８３人日 ２８３人日 

 

[子育て世帯訪問支援事業] 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １４４人日 １４４人日 １４４人日 １４４人日 １４４人日 

確保方策 １４４人日 １４４人日 １４４人日 １４４人日 １４４人日 

 

[親子関係形成支援事業] 

【市全域】 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ４０世帯 ４０世帯 ４０世帯 ４０世帯 ４０世帯 

確保方策 ４０世帯 ４０世帯 ４０世帯 ４０世帯 ４０世帯 

 

[要保護児童対策地域協議会による連携強化] 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画 代表者会議及び実務者会議等の開催を通じて連携を強化 

 

[妊産婦等生活援助事業] 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ５世帯 ５世帯 ５世帯 ５世帯 ５世帯 

確保方策 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

 

  

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 
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■量の見込みの算出方法 

〇養育支援訪問事業（国からの算出方法は示されておりません。） 

［柏市の算出方法］ 

実績値（予測増加率含む）から推計。令和６年度より一部他事業に移行したことを勘案し算出

しました。 

〇子育て世帯訪問支援事業 

［国が示した算定方法の概要］ 

 推計児童数×利用が必要な割合×利用が必要な日数の平均 

［柏市の算出方法］ 

 実績値（予測増加率含む）から推計しました。 

〇親子関係形成支援事業 

［国が示した算定方法の概要］ 

 推計児童数×利用が必要な割合 

［柏市の算出方法］ 

 実績値（予測増加率含む）から推計 

〇妊産婦等生活支援事業（国からの算出方法は示されておりません。） 

［柏市の算出方法］ 

 受入れ想定値から推計。令和６年度１０月からの事業開始のため実績なし 

 

※上記４事業については，令和８年度の「(仮称)柏市こども・若者相談センター（児童相談

所）」開設により、相談支援体制が変更されるため、量の見込みは本計画の中間見直しにて修

正予定 
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施策展開の方向３ 

3-(2) 障害のある子どもへの支援 

 

 ■施策が目指す方向性 

 

 障害のある子どもが健全に育ち、障害の有無によって分け隔てられることなく、身近な地域

で安心して生活できるようにするために、年齢や個々の状況に応じた適切な支援を行います。 

 

 ■実現に向けて取り組むこと 
 
  ① 早期発見・早期支援と継続的支援の充実 

 支援の必要な子どもが早期に発見され、支援につながるよう、母子保健事業や相談事業

が連携するとともに、児童発達支援や放課後等デイサービス及びこどもルームでの受入れ

など、ライフステージに応じた切れ目のない支援を行います。また、医療的ケア児が身近

な地域で必要な支援が受けられるよう、保健・医療・福祉・教育が連携した受入れ体制を

確保するほか、教育及び療育の機会を確保するため支援体制を構築します。 

  ② 総合的・一体的な障害児福祉施策の検討 

 児童相談所の設置検討に合わせて障害児福祉施策の総合的・一体的な推進体制につい

て、検討を行います。また、こども発達センターのあり方を引き続き検討していきます。 

 

■前回会議での意見 

特になし 

 

■子ども・子育て会議における意見 
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 ■主な事業の年次計画 

 

[発達の相談] 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ５６０人 ５６０人 ５６０人 ５６０人 ５６０人 

 

[障害児通所支援]（児童発達支援） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ８６９人 １，０２５人 第４期障害児福祉計画で設定予定 

 

[障害児通所支援]（放課後等デイサービス） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １，１３７人 １，２５１人 第４期障害児福祉計画で設定予定 

 

[切れ目ない支援体制] 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画 
障害等により特別な支援が必要な０歳から１８歳未満の子どもが，切れ目な

く支援を受けられる体制の検討・構築 

 

[障害児施策の総合的・一体的推進体制] 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画 
令和８年度の開始を目標に体制構築の協議・調整，以後は計画の企画・立案

等を総括して推進 

 

■量の見込みの算出方法 

（国から算定方法は示されていません） 

令和８年度開設予定の「(仮称)柏市子ども・若者相談センター」では，相談対象児の年齢が令

和７年度までとは異なるが，体制について未確定のため現在の対象年齢の実績値から推計し

た。（こども発達センター） 

サービスごとに過去の利用実績を踏まえた年間の伸び率を算定し，各年度の見込量を設定（障

害福祉課） 

 


